第３回会合

平成１９年５月４日

於　東京大学駒場キャンパス

出席者

稲塚万佑子　　大江弘之　　二宮周蔵　　三森遼太　　山本周

途中参加者

市野康仁　　松崎貴徳

発表内容

「アメリカ文化考①～アメリカ社会と銃～」

発表者

大江弘之

以下、レジュメと照応しつつ閲覧のこと

· 事例から入ろう

· 日本人留学生銃撃事件

砂田敬さん

―事件経過―

　合衆国に留学していた被害者は１９９４年８月、自宅マンションにて犯人に銃撃を受け、搬送先の病院で死亡した。犯人は被害者より僅々十余ドルを奪い逃走、後日逮捕された。

―刑事訴訟と民事訴訟―

　事件以後の経過については、日本大使館の機械的対応等、遺族の側として遺憾な点もないこともなかったが、ニューヨーク市のバックアップや検察の努力もあり、ニューヨーク地裁にて行われた刑事訴訟においては第二級殺人として最高刑の懲役２５年が被告人に言い渡された。

　また、検事の「あなたが動くことによってこの国を変えることが出来る」との言葉に励まされて銃会社を相手取った民事訴訟を行い、連邦地裁にて銃会社の責任を一部認める、合衆国法制史上稀な画期的判決が出された。

· アメリカの裁判システム

· 陪審員制度

刑事訴訟は全会一致、民事訴訟は十二分の九により、有罪か否か、被告の責任の有無を評決する

必ずしも望ましい面ばかりではなく、しばしば陪審員の政治信条に引きずられたり、あるいは法廷戦術の一環として特定の人種・党派の人物を陪審員に選定したり、甚だしきに至っては陪審員それ自体が買収の対象になることもある

· 連邦裁判所と州裁判所

州法の範囲内において裁かれる場合には州裁判所、連邦法の範囲で裁かれる場合等においては連邦裁判所の管轄となる

· コロンバイン高校銃撃事件

　今回のヴァージニア工科大学での事件はその被害程度に照らしても極めて異例ではあるが、過去にも学校を舞台とした銃撃事件は何例も発生しており、世上重大な関心を引いた事案も存する。コロンバイン高校における銃撃事件もまた然りであり、当時銃の問題も含めて様々な角度から事件が取り上げられた。マイケル・ムーア監督作品「Bowling for Columbine」は事件理解の良き手引きでもあり、また例によって独特の視点から事件に迫っている。

· 合衆国憲法修正２条を考える～「武装権」～

“A well-regulated militia, being necessary to the security of free State, the right of people to keep and bear arms, shall not be infringed”
beingが単なる修飾を示すのか、理由を示すかの解釈により、銃規制不可、可能の見解が別れる。

· 銃規制賛成派と銃規制反対派の比較

　銃規制賛成派が州権論者と見なされる理由に、州に拠らない民兵の存在は州権の存立基盤を揺るがす、との考え方がある。よって、規制反対論者は自動的に個人権論、連邦派に割り振られる。

　規制反対派にはＮＲＡ等の大規模な支援勢力が付いており、豊富な資金力と集票力を背景に強力なロビー活動を行っているが（現ブッシュ大統領の支持基盤でもある）、賛成派にはこれに相当する中核的団体は存在しない。ただし、後者も一個の政治集団としては大きな影響力を持っており、選挙においてもしばしば決定的役割を果たすことがある。合衆国における政治力学の把握に際しては、これらロビー団体等の活動を理解することは不可欠である。

○歴史背景

・独立戦争時の、柔軟性に富んだ民兵の活躍

・そもそも迫害されたピューリタン、開拓時代は原住民との摩擦、黒人奴隷導入後は黒人暴動への（近いところではブラック・パンサー党）、「恐怖」

・武装する＝戦う＝市民の図式

○もはや修正二条は死文ではないのか

・武器の進歩によりarmsも変化、実効的な防衛戦力を個人に帰することの不可能性

・銃被害程度の実態（レジュメ「データ」参照）

· ヴァージニア工科大学（Ｖ．Ｔ．）銃撃事件（TIMEから読む）

　TIMEを見る限り、本件事案の問題点は銃そのものではなく、何故精神異常者の気があった容疑者に銃が渡ったのかという点にある、とされる。

　銃所持に関する規制法令として有名なものに、フレディ法がある。

　フレディ法とは、連邦政府による購入者特定のため、拳銃（hand gun）売買契約成立から現物引き渡しまで最低五日間の期間を置くことを義務づけるものであるが、９７年に連邦最高裁判決により一部条項が違憲とされた。なお、本法の名称はレーガン政権時代銃撃された報道官の名に因む。

　全体的に、銃規制に向けた合衆国政府の取組は、現政権発足以来消極的である。

　また、その他にも精神異常者には銃器の販売を禁止する法令が存在するが、データベースの不備により実態は病歴の自己申告で実効性に欠け、さらに本件についていえば容疑者は「病歴」は持っていなかった。そもそもデータベースによる管理にはプライバシー等人権上の疑義もある。

大量虐殺者と再犯者

　後者は殺人嗜好癖とも称すべき精神異常を具有する者である場合も多く、前者もそのような観点からよく語られるが、前者は後者と異なり一度に大量殺戮を行い、しかも死をいとわず、むしろしばしば自殺する。いずれも特徴も後者には決してみられず、これは前者を従来の殺人嗜好者の枠組みで理解することの限界であり、精神異常の分野に新たな定義と領域が求められているといえよう。

　しかし、「精神異常」と一口に括ってみたところで、所謂精神異常者中本件の如き大量殺戮に及ぶ畏れのある異常者をいかにして識別するかという問題を生ずるのであって、この課題は今のところ解決されていない。

本事件を受けてのTIMEの提案

1． 周囲の人間が孤立的傾向を有する人物に注意し、積極的にコミュニケーションを図るべきである。

2． メディアはしばしば加害者ばかりを一種の反英雄として扱い、いたずらに世上の「恐怖」を煽り、ひいては次なる事件を導いている。より一層被害者に目を充てる報道が求められている。

3． 大学は精神異常者をいかに扱うべきか、考察されなければならない。

陳腐。

· 論点整理及び発表者の見解

レジュメ参照

強調点

　理想郷（The city on a hill）としてのアメリカと、それを唱道する中核集団（WASP）にとっての他者（往々にして、＝恐怖）の存在。

→他者の受容による「恐怖」の解消

1． 中核集団への同化

2． 多文化の並列と、それを容認する上部的枠組みとしての「アメリカ」の創出

主張

　大仰な言い方をすれば同胞たる日本人が、殺害され、あるいは大々的には報道されないまでも銃犯罪に遭うなどの被害を受けている以上、我々もこの銃問題に無関心であることは許されない。よく世上にあっては「アメリカだから」の一言で片づけられてしまうことがあるが、ならば「アメリカ社会とは如何なるものであるのか」、「いかにしてコミットしてゆくべきか」という点について我々は考察するべきではなかろうか。この発表が諸君にアメリカ社会への理解の機会を献じ、多様な論点を提供するものであることを願うものである。

以上発表

○発表者よりレジュメ作成指導

1． 日付、名前、参考文献は必ず掲載すべき事

2． レジュメは視覚的等一見しての理解に供するを旨とすべき事（パワーポインタの活用も一案）

3． レジュメはあくまで導入材料にして、発表の本質的内容はこれを記載せず、発表時に説明すべき事

○感想

稲塚氏

　司法制度や関係法令、憲法解釈の問題よりも、銃を使用し犯罪に至る個々の事件の、更に言えばその犯人を取り巻く背景について興味を持った。事件に至る動機、最終的に引き金を引くに至らしめる心因的衝動、及び、これらに対する考察を踏まえた犯罪抑止のための制度構築について。

山本氏

　平生そのままであれば特に注意することなく聞き流してしまうであろう話題について考えることができて良かった。稲塚氏同様法律的観点よりも、他の箇所に興味を持った。特に、一般には「精神異常者」と括られる犯罪者について「大量虐殺者」と「再犯者」と分類する考え方に関心を持った。

大江氏

法律的観点について一般的にはなじみが無いと思う。確かに法律自体は形式的なものであるし、日常生活にてあまり意識することがないものであり、関心が薄いのも仕方が無い。だが一方で現代社会が法によって動いているのも事実であり、社会構造やその動きを考えた時法への考察は不可欠になる。法学者は法を通して社会にコミットしている。だから、これを機会に法律に関心を持ってもらえればと思う。

二宮

　合衆国の司法制度について改めて学ぶことも多く、また実際に憲法の条文に触れその解釈対立の所以たる字句を知ることができたことも大きな収穫であった。州権論と銃問題との関係についても面白く、また山本氏の仰せの如く、「精神異常者」の区分は目を引かれた。ただ一点批判するならば、発表者はアメリカ社会への積極的コミットを主張しておられるが、合衆国市民でもない我々がこの問題について何か実際的活動を起こすとすればそれは合衆国への介入ではないか。合衆国の問題は合衆国市民と直接の利害関係者――遺族、被害者等――とによって処置されるべきであり、我々にできることは本件に関心を持ち我々としての見解を有するところまでではないか。

三森氏

　法学的視点と、銃を巡る歴史的経緯に基づく視点は極めて興味深く、大いに評価する。ただし、結論部分には同意できない。アメリカン・ドリームを胸に抱きつつ渡米する若者達の夢を実現させるためにも、とは、外部から見た理想化されたアメリカ像をアメリカに押しつけ、それを基準にアメリカを「理想」に近づけようとすることであって、これはアメリカ社会への介入ではなかろうか。

大江氏

　両名の批判は当たらない。私がここで主張しているのは別段アメリカ社会に対し積極的に運動せよと言うことではないからである。私が問題としていることは、無関心である。我々の多くはこの事件の報に接したとき、驚くと同時に「やっぱりアメリカだな」と思ったであろうし、マスコミもおそらくそのような態度であるからこそ、事件に関する分析も考察もほとんどないまま事件から数日でこの件については全く報道されなくなったのであろう。しかしならば、「ではアメリカとはどの様な社会であり、どの様な経緯の中からこの問題はどの様に扱われているのか」という点に関心が向けられてしかるべきではないのか。我々は全き部外者ではない。既に同胞をアメリカに喪い、また今後ともアメリカと関係を持ち続けねばならない立場にあるのだ。我々この問題にも、より大きくアメリカ社会全般にも、無関心であることは許されない。私が主張したかったのはアメリカ社会について関心を持ち、考察せよということであって、関与はその先の段階である。私は、直接関係のない者が関与せよとは言わない。その点、両名とむしろ同じ見解である。

稲塚氏

　我々はしばしばこの種の問題を国内には関係のない問題として扱う傾向があるが、銃に限らず強力な加害手段が一般化する可能性が我が国にないわけではなく、いかにして犯罪を抑止しその惨禍を回避すべきかをより切実な問題として考える必要がある。少なくとも、他人事ではない。

